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1  は  し め に

平成13年産の国内大豆収穫量は前年比15%増となつて

いるが,平成12年産大豆の入札取引価格は前年比12%減

となり,販売期間の末期においても販売困難な銘柄が存

在した。今後も更に厳しい販売環境が予想されることか

ら,各産地段階においての地場消費や学校給食への利用

拡大等,地産地消の積極的な対応が求められている。

ここでは,農林業者側へ視点をおき,秋田県内におけ

る地場産 (市町村・郡内で生産した)大豆の加工品製造

について,各事例から現状を整理する。また,消費者が

望む大豆加工品について把握し,今後の販売方向と小規

模な農産加エグループによる豆腐製造の可能性について

提示する。

2試 験 方 法

(1)加工品製造の事例

県内農林業者6団体への間き取 り調査

(2)消費者が望む地場産大豆の加工品

【村「道の駅」利用者80名への個別面接アンケー ト調

査 (調査時,【村「道の駅」では地場産大豆による加工

品の販売は行われていない。)

(3)地場産大豆による豆腐製造の可能性

Y町豆腐加エグループヘの間き取 り調査

3 試験結果及び考察

(1)地場産大豆による加工品製造について

秋田県内での地場産大豆による加工品への取 り組み

は,年間大豆使用量0.5～ 7t程度の農産加エグループ等

による小規模なものから,JAが主体となつた2～30t規模

の取り組みが見られる (表 1)。 また,規模が大きくなる

につれ,その原料調達先は」Aの集荷施設等を活用した一

定品質の原料仕入れ体系となり,加工品目としては「豆

腐」や「一次加工豆乳」,「みそ」等の製造を行つている。
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一方,加工施設を備えていないJAにおいては,県内の

豆腐製造業者へ加工部門を委託し,製品イヒされたものを

販売している事例も見られた:

販売先は多様であつたが,「豆腐」については通年し

た安定販売をねらいに,スーパー等での店頭販売や契約

販売が行われている現状にある。

(2)消費者が望む地場産大豆による加工品について

地場産品の重要な販売チャネルになると考えられる

「道の駅」において,利用者へ大豆加工品の購入意向を

調査したところ,39歳以下の年代では「おからドーナツ」

や「豆,L飲料」といつた軽食が好まれる傾向にあり,年

代が高くなるにつれ伝統的食材としての加工品を好む傾

向にあった (図 1)。 なかでも,「豆腐」については幅広

い年代で購入意向が高く,青大豆を原料とした豆腐は76

%,普通大豆では5喘が購入したいと考えている。

また,豆乳を利用した「ソフトクリーム」については,

「本人が食べるために購入する」以外に,「息子や孫な

ど子供に食べさせたいので購入する」との意見も多く,

年代別による購入意向が判然としなかったが,43%が購

入したいと考えていた。

(3)地場産大豆による加工品を購入する際に重視する

点について

「道の駅」において,「地場産大豆による加工品が販

売されている」と仮定し,利用者の購入意向を調査した

ところ,購入の際に重視する点は「美味しさ」「価格は

手頃か」が8畔程度と高く,次いで「地元製造か」が58%

であつた く図2)。「外観が良いか」は1%と低く,加工品

の開発は「味」を重視した製造と,手頃と感じる「価格」

の設定が重要であると推察された。

(4)農産加エグループ (小規模)に よる豆腐製造の可

能性について

幅広い年代で購入意向が高かつた「豆腐」について,

年間大豆使用量4t,従事人数3～ 5人程度 (交代制)の小

規模加エグループを想定し,地場産大豆による豆腐製造

のコスト試算を行つた。市町村に既存の農産加工施設を

利用することとし,施設惜上げ料や販売施設費等は考慮

していないが,販売単価が普通大豆150円・青大豆180円
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/1パ ツク,各5端の販売割合で,年間400万円程度の売上

げが損益分岐点になると考えられた (表2)。

4ま と め

現在,秋田県内で取り組みがある地場産大豆による加

工品製造は,農産加エグループや」Aが主体となっており,

一定品質の原料を調達するため」A等の集荷施設を活用し

ている現状が明かとなったことから、集団による栽培や

出荷・調製が地場産大豆の加工品開発や製造に与える影

響は強いと考えられる。

一方,消費者サイドが購入したいと考えている地場産

表1 地場産大豆による加工品への取り組み事例

Frn4rs+Etf I frlft tttrrf! E trtafi,*, ,fanel\'

カロエグループ  70  JA集 荷施設 豆腐・一次力,ェ豆乳契約販売 (宅配等)

森榊 合   05  町村内農家 みそ みそ受託力,工 売店 給食センター

JA    20  JA集 荷施設 一次加工豆手し  料理店
JA   15 0  JA集荷施設 豆腐倭託珈工) スーノヾ― Aコープ   地元製造か
JA   30 0  0ttCE公 社 豆腐 みそ    スーパー 直売所

注.年間使用量は平成13年4月～14年 3月 まで        価格は手頃か

大豆による加工品は,年代によって嗜好差があるものの,

「豆腐Jについては総じて購入意向が高い傾向が伺え,

「美味しさ」と「手頃な価格」を重視した製造と販売が

重要である。そこで,小面積 (2M程度)での大豆栽培

でも取りIIlみ可能な,農産加エグループによる豆腐製造

についてコス ト試算を行つたところ,年間400万 円程度

の売上げが損益分岐点になることが明らかとなった。

現状は、極僅かな加工品製造への取り組みであるが,

地域への大豆栽培の定着と消費者への食の安心と安全を

届ける切つ掛けとしては,最良の手段であると考えられ

る。今後、地域 ぐるみでの一層の奮闘を期待したい。

日持ちするか

美味しさ
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図2 地場産大豆加工品を購入する際に重視する点

注.ア ンケー トは図1に 同じ

表2 豆腐製造による利益と損益分岐点の試算(小規模)

´
39蔵以下

、 

°

原料費

諸材料費
包装資材費

減価償却費

器具機材費
通信費

釘8,850読省艦l撃4鵬燃冒
202,500 に力`り

270,000 ノヾック容器

図1 購入したい地場産大豆による加工品

注 【村「道の駅」利用者80人へのアンケート調査
数量化Ⅲ類によるカテゴリープロット
39歳以下の下限は20歳である

%数字は,全体での購入したい割合

402,260煮 釜 ノ`ック機等

25,OIXl輸送ケース等

24,Ollll電 話代等

５０

∞

24,270販売量いンク)

注.Y町豆腐加エグループを聞き取ττ訳頁
期間単位は1年
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施設惜上げ料・販売施設費等を含まない


